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6　食物アレルギーを有する児童生徒への対応

　学校給食における対応だけでなく、食品を取り扱う授業、学校行事、運
動を伴う活動等、学校生活全般における配慮が必要です。
　対応は「個別の取組プラン」に基づき、全教職員で行います。

⑴　給食の時間における配慮
　誤食や誤配を防止するための管理が重要です。

　特に、アレルギー対応食について、詳細な献立表（資料3参照）や食物アレルギー対応表等により家庭、

本人、学級担任等が確実に確認する方法や、調理場から学校への対応食の受け渡し、食べる前の学級担任

と本人の確認により、確実に児童生徒本人に対応食が届くまで、複数の目でチェックできる方法を具体的

に決め、体制を整えます。

　また、学級担任と本人だけでなく、給食の時間中に誤食や原因食物に触れる事故が起きないよう、学級

全体でルールを決めるなどの配慮をします。

　さらに、定期的な職員の打ち合わせや研修等で確認するなどにより、日常の繰り返しの中で、確認作業

が形骸化しないよう注意を払います。

⑵　食品を扱う授業や活動
　食品を調理したり、栽培したりする授業や活動において、原因食物を食べるだけでなく、吸い込むこと

や触れることも発症の原因となることがあるため、個々の状況に応じた細かい配慮が必要です。具体的に

は、「管理指導表」等に記載された主治医からの指示に基づき、保護者と十分に協議を行い、個別に対応

します。

・活動としては、調理実習（食品や食品中の添加物）のほか、牛乳パックのリサイクル、そば打ち体

験、小麦粉粘土を使用した図画工作、節分行事における豆まき（大豆、落花生）、落花生の栽培な

どがあります。

⑶　体育・部活動等の運動を伴う授業や活動
　食物依存性運動誘発アナフィラキシー　 ➡ P4
　アナフィラキシーの既往のある児童生徒について、運動がリスクになるかどうかを把握し、運動する機

会が多い学校生活を安全に管理する必要があります。

　また、給食後の休憩時間での遊びや清掃活動などにより、アレルギー症状が現れることがあります。休

憩時間後の活動、授業を始める際には、健康観察を行い、早期の発見に努める必要があります。症状が現

れた場合、中には既往がない初発の事例もあるため、運動誘発を想定し、速やかに対応することが重要です。
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⑷　校外活動（特に宿泊を伴う活動）

①　万一の発症に備えた準備
●参加する全教職員が、どの児童生徒にどのような食物アレルギーがあるか知っておくことが必要です。

●宿泊先で重篤な症状が出現した場合を想定し、搬送する医療機関などを事前に調査しておく必要があ

ります。保護者とも共通理解を図ります。

●「エピペンⓇ」や内服薬が処方されている場合は、持参薬の有無や管理方法、万一発症した場合の対

応を事前に保護者、本人、学校医と十分に話し合います。

②　食事の配慮
●十分な事前調査

　給食では提供されることのない食物（生卵、かになど）が提供される場合があります。事前調査で

は、給食での対応以外で、既往歴（家庭で以前にアレルギーの症状が現れたため、日頃から食べてい

ない食品等）についても調査する必要があります。

●宿泊先への確認と保護者との相談

　旅行業者や宿泊先から食事のメニューを取り寄せ、事前調査を踏まえた上で、保護者と対応を検討

します。宿泊先に必要な対応を伝え、どこまでの対応が可能かを事前に確認することが必要です。除

去食対応ができない場合は、保護者と対応を相談します。

　＊加工食品にも留意する。

●宿泊先（旅行業者等）との連絡、確認の徹底

　宿泊先や昼食場所での食事内容、学習の内容等について事前に確認し、担任から保護者に伝え、対

応が必要な場合は保護者と相談します。

　＊寝具（そば枕等）についても注意する。

●事　前　指　導

　弁当や菓子類の友だち同士でのやりとり等に注意し、おやつや飲み物・自由行動の食事内容にも注

意させます。

⑸　食物アレルギーを有する児童生徒が、原因食物除去の解除と
なった場合の対応
●「管理指導表」により、必ず保護者から学校へ報告してもらいます。

●食物アレルギー対応委員会で、学級での対応等について協議し、全職員の共通理解を図ります。

●食物アレルギーにより、長年原因食品を除去してきた児童生徒は、解除が可能になっても、原因食品で

あった食品を食べることへの不安感や抵抗感から原因食品であった食品を残すことがあります。こうし

た児童生徒が原因食品を残すことについて、単なる好き嫌いとは区別した「教育的配慮」が必要です。


